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未承認国に対する損害賠償請求事件の国際裁判管轄

事実の概要

　本件は、昭和 35 年～昭和 47 年に在日朝鮮人
及びその配偶者等を対象とする北朝鮮への集団帰
還事業に参加して日本から北朝鮮に渡航し、北朝
鮮で生活した後、平成 13 年～平成 15 年に北朝
鮮から脱出し日本に戻ったＸ１～Ｘ４（以下、「Ｘら」
という。）が、未承認国であるＹ（北朝鮮）に対し、
不法行為に基づく損害賠償を求めた事案である。
　Ｘらが主張するＹの不法行為は、Ｙが虚偽の
宣伝をして北朝鮮への帰還を勧誘し（勧誘行為）、
Ｘらを北朝鮮へ渡航させ、渡航後は出国を許さず
人権抑圧状況に留め置いたこと（留置行為）が、
Ｘらの自己決定権及び移動の自由を侵害したもの
であること（不法行為 1）、及び、Ｙが、現在も北
朝鮮に居住するＸ１の子や孫の出国を妨害してい
ることが、Ｘ１の面会交流権を侵害するものであ
ること（不法行為 2。以下、不法行為 1と不法行為 2
を併せて「本件不法行為」という。）、である。
　原審（東京地判令 4・3・23LEX/DB25592517）は、
不法行為 1のうち勧誘行為に係る損害賠償請求
については我が国の裁判所の管轄権を認めたが、
当該損害賠償請求権は除斥期間により消滅したと
して請求を棄却した。また、不法行為 1のうち
留置行為に係る損害賠償請求、及び、不法行為 2
に基づくＸ１の損害賠償請求については、我が国
の裁判所は管轄権を有しないとして訴えを却下し
た。これに対し、Ｘらが控訴。

判決の要旨

　原判決取消し、差戻し。
　「民訴法 3条の 3第 8号……にいう『不法行為
があった地』には、加害行為が行われた地と、加
害行為による法益侵害の結果が発生した地の双方
が含まれると解される。そうすると、日本に住所
等を有しないＹに対して提起された不法行為に
基づく損害賠償請求の訴えについて、同号の規定
に依拠して日本の裁判所の管轄権が肯定されるに
は、原則として、Ｙが日本国内でした行為により
Ｘらの法益が侵害されるという結果が生じたか、
又は、Ｙがした行為により日本国内でＸらの法益
が侵害されるという結果が生じたとの客観的事実
関係が証明されれば足りると解するのが相当であ
る」。
　「ＹがＸらに対し、北朝鮮での生活条件等につ
き事実と異なる情報を流布して北朝鮮への帰還
（移住）を呼びかけて、日本から北朝鮮に渡航さ
せ、渡航後は出国を許さずに在留させることによ
り、居住地選択の自由を侵害し、事前の情報と異
なる苛酷な状況下で長期間生活することを余儀な
くさせたという継続的不法行為の客観的事実関係
の証明があるといえる。なお、Ｘらは、本件不法
行為をＸらの北朝鮮脱出の前後で不法行為 1と
不法行為 2に分けて主張するが、Ｘらの主張す
る不法行為 1は、Ｘらが居住地選択の自由を侵
害された結果として、北朝鮮で苛酷な人生を送る
ことになり、いわば人生を奪われるという損害が
生じたことを包括的に賠償請求の対象とするもの
であるから、Ｘ１が一人で北朝鮮から脱出して日
本に戻ることにより、北朝鮮に残る家族と分断さ
れて子や孫と会えずにいるという損害も、加害行
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為が止んだ後に残存する損害として上記の包括的
損害に含まれるというべきであって、本件不法行
為は全体として 1つの不法行為ととらえるのが
相当である。本件不法行為による損害のうちには、
それを生じさせた個々の加害行為につき独立に不
法行為の成立要件を満たすものもあり得るが、そ
のことはそれらの損害を包摂する 1つの継続的
不法行為の成立を肯定する妨げとなるものではな
い。
　上記のとおりの継続的不法行為は、Ｙが北朝鮮
において行った加害行為により、Ｘらの法益が侵
害されるという結果が当初は日本国内において発
生し、Ｘらが北朝鮮に到着してから北朝鮮を脱出
するまでの間は北朝鮮において発生を続けたもの
であるが、北朝鮮において行われた事実と異なる
情報の流布によって、日本国内においてＸらを含
む在日朝鮮人及びその家族の居住地選択の自由の
侵害という結果が発生することは通常予見するこ
とが可能であったといえる。したがって、この不
法行為に関する訴えについては、民訴法 3条の 3
第 8 号に基づき、日本の裁判所に管轄権がある
といえる。」

判例の解説

　一　はじめに
　本件では、Ｘらの主張する不法行為に基づく損
害賠償請求につき、民訴法 3条の 3 第 8 号によ
り我が国の裁判所に国際裁判管轄が認められる
か否かが問題となった。本判決は不法行為 1と 2
を区別した原判決と異なり、本件不法行為全体を
「1つの継続的不法行為」と捉え、結果発生地の
一部が日本に存在することを理由に我が国の裁判
所の管轄権を肯定した。しかし、本判決が本件不
法行為を全体として 1つの継続的不法行為と評
価した上で、国際裁判管轄の有無を判断した点に
は疑問がある。
　なお、外国等に対する我が国の民事裁判権に関
する法律 4条及び 2 条 1 号により、外国国家は
我が国の民事裁判権を免除されるところ、本判決
と原判決は、同法 2条 1 号の「国」に未承認国
は含まれない１）と判示しＹの主権免除を否定し
た。議論のある問題ではあるが２）、紙幅の関係上
本稿ではこの問題には立ち入らず、国際裁判管轄
の有無を中心に検討する。

　二　管轄原因事実と請求原因事実の符合
　不法行為に関する訴えの国際裁判管轄は、「不
法行為があった地」が日本国内にある場合、我が
国の裁判所に認められるのが原則である（民訴法
3条の 3第 8号）ところ、同号の「不法行為があっ
た地」には、加害行為地と結果発生地の双方が含
まれ、いずれかが日本国内にあれば我が国の裁判
所に国際裁判管轄が認められる３）。
　不法行為があったか否かは本案の請求原因事実
でもあるため、管轄原因事実と請求原因事実とが
符合する。そこで、裁判所は不法行為地管轄の有
無をどのように判断すれば良いかが問題となると
ころ、本判決は最判平 13・6・8 民集 55 巻 4 号
727 頁（以下、「平成 13 年最判」という。）を引用し、
客観的事実関係証明説４）の判断枠組みに拠るこ
とを明らかにした。国際裁判管轄の規定が新設さ
れた平成 23 年民訴法改正後の現行法下でも、最
高裁は平成 13 年最判の立場を維持することを明
確に示し５）、下級審も平成 13 年最判に従って客
観的事実関係の証明の有無により不法行為地管轄
の存否を判断していることから６）、平成 13 年最
判の判断基準は確立したものといえるであろう。

　三　本判決の検討
　１　本判決の理解
　本判決は、不法行為地管轄の有無を検討するに
あたり、不法行為 1による損害賠償の対象が「い
わば人生を奪われる損害」であり、この包括的損
害の中に、Ｘ１が子らと面会できないという損害
を含めることによって、（不法行為 1及び 2から成
る）本件不法行為の一体性を肯定した点に特徴が
ある。また、本判決は、本件不法行為の加害行為
地及び結果発生地のごく一部が日本に存在するこ
とをもって、我が国の裁判所に国際裁判管轄を肯
定しており、これにより、Ｘら帰国事業対象者の
救済を図る手段を広く確保しようとする姿勢が窺
える。
　なお、本判決は、本件不法行為全体が「1つの
継続的不法行為」であることを認めるものの、本
件不法行為は「継続的」不法行為には当たらない
ように思われる。継続的不法行為の類型は、消滅
時効の起算点をどの時点と解するかという問題と
の関係で、①一回的な不法行為に基づき損害が継
続的又は間歇的に発生する場合と、②不法行為そ
のものが継続的に行われ、損害も継続的に発生す
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る場合とに区別されている７）。留置行為及び不法
行為 2は、それぞれ上記②の類型に該当すると
思われるが、本件不法行為全体は、従来議論され
てきた「継続的」不法行為の上記類型に当てはま
るものではない。にもかかわらず、本判決が本件
不法行為全体を 1つの「継続的」不法行為と評
価した意図は、本件不法行為全体がＸ１の人生が
奪われるという（1つの）損害を生じさせる一体
的な不法行為であることを示すことにあろう。

　２　不法行為 1と 2の「一体性」
　不法行為 1と 2 を一体的不法行為と捉えるこ
とができれば、その加害行為地又は結果発生地の
少なくとも一部が我が国に存在する限り、我が国
の裁判所に管轄が認められるように思われるとこ
ろ、本判決はまさにこのような理解を示したもの
である。しかし、本判決が不法行為地管轄の有無
を判断するにあたり、不法行為 1と 2 を「全体
として 1つの不法行為ととらえるのが相当」と
した点には賛成できない。
　国際裁判管轄であれ国内管轄であれ、受訴裁判
所に当該事件の管轄が認められるか否かは請求ご
とに判断されるものであり、併合管轄（民訴法 3
条の 6、7条）もこれを前提とするものである。本
判決は、子らとの面会交流ができないという損害
は不法行為 1の加害行為が止んだあとに「残存す
る損害」であるとして、原告が主張する損害の全
てを包括的に捉えることで、本件不法行為全体を
1つの不法行為と捉えて国際裁判管轄の有無を判
断している。この判示部分からすると、本判決は、
（原告Ｘ１の）請求ないし訴訟物を、本件不法行為
に基づく損害賠償請求権 1個と捉えているよう
に見える。しかし、不法行為に基づく損害賠償請
求権は、少なくとも被侵害利益が別物であれば別
個の請求権ないし訴訟物を構成するものと解され
ているところ８）、不法行為 1によって侵害された
Ｘ１の権利利益は居住地選択の自由、不法行為 2
によって侵害されたＸ１の権利利益は子らとの面
会交流権であって、被侵害利益は（さらに、原因
事実も）異なるものである。そのため、不法行為
1に基づく損害賠償請求権と不法行為 2に基づく
損害賠償請求権とを、同一の損害賠償請求権ひい
ては同一の訴訟物と解することはできない。本件
は訴訟物を異にする 2個の請求が併合提起され
ているものであり、それぞれの請求につき国際裁

判管轄が認められるかを検討する必要があるにも
かかわらず、不法行為 1と 2 を区別することな
く不法行為地管轄を判断した本判決には問題があ
るように思われる。

　３　不法行為 1に基づく損害賠償請求の
　　　国際裁判管轄
　不法行為 1に基づく損害賠償請求については、
勧誘行為と留置行為とを区別して国際裁判管轄の
有無を判断すべきか否かについて、原判決と本判
決は異なる理解を示した。
　不法行為の一体性を肯定する裁判例９）では、
いかなる場合に一体的不法行為と解するか明確な
基準は示されていないものの、同一の損害を発生
させた一連の複数の行為を一体的不法行為と捉え
ており、別種の損害を生じさせた別個の行為を 1
つの不法行為と解する手法は採られていない。不
法行為 1は、勧誘行為と留置行為という別個の
行為から構成されるが、いずれもＸ１らの居住地
選択の自由の侵害という結果に向けられた一連の
行為である（勧誘行為は留置行為の前提を成す関係
にある。）。この点で、不法行為 1は上記裁判例に
おいて一体性が肯定された不法行為と類似してお
り、少なくとも不法行為 1については、一体的
不法行為と評価することができると考えられる。
　そして、本件では、勧誘行為により原告らを北
朝鮮に渡航させ、渡航後は出国を許さず留置する
という一連の行為によって、原告らの居住地選択
の自由を侵害したことの客観的事実関係の証明が
なされており、勧誘行為は朝鮮総連等を通じて日
本国内で行われたことが本判決でも認定されてい
る。したがって、加害行為地の一部が我が国に認
められることから、本判決は我が国の裁判所に国
際裁判管轄を肯定すべきであったといえよう 10）。

　４　不法行為 2に基づく損害賠償請求の
　　　国際裁判管轄
　不法行為 2に基づく損害賠償請求については、
加害行為地は北朝鮮に認められることが明らかで
ある。結果発生地について、Ｘ１は、面会交流権
の侵害はＸ１の現在の居住地である日本国内で発
生している旨主張しているが、不法行為 2によ
り権利利益が直接侵害されている主体はＸ１の子
らであるため、Ｘ１の面会交流権の侵害は（原判
決が示したように）不法行為 2から派生的に生じ
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た損害と位置づけられる。
　外国で行われた不法行為の結果、我が国で二次
的・派生的な損害が生じた場合、結果発生地が日
本であると認められるか否かについて、立法担当
者は事案ごとに判断されるものと指摘するが 11）、
学説は平成 23 年民訴法改正前から否定的な見解
が多数である 12）。しかし、いかなる損害が二次的・
派生的な損害にあたるかの判断が困難な場合もあ
り得るし 13）、我が国で発生したとされる損害が
二次的・派生的な損害にあたるか否かの判断と、
我が国での結果発生に係る予見可能性（民訴法 3
条の 3第 8 号括弧書）の判断は重なり得るもので
あることを考慮すると、この問題は、現行法では
予見可能性の判断の中に包含させることで解決で
きるように思われる 14）。客観的事実関係証明説
では、相当因果関係ではなく事実的因果関係の証
明で足りると解されている 15）ことをも併せて考
えると、加害行為と損害との間の事実的因果関係
の証明がなされ、かつ、我が国で発生した損害が
予見可能なものであったと認められれば、外国に
所在する被告を我が国の裁判所で応訴させること
を正当化できる程度の、事件と我が国との間の密
接関連性 16）を肯定できるといえよう。その上で、
二次的・派生的損害についても被告に賠償義務が
存するかどうかは、本案審理の中で、加害行為と
当該損害との間に相当因果関係が認められるか否
かの問題とすれば良いであろう。
　本件では、（原判決を読む限り）ＹによりＸ１の
子らの出国が妨害され、これにより我が国に居住
するＸ１は子らとの面会交流が妨げられていると
いう客観的事実の証明はなされているようであ
る。また、国の政策として自国民の出国を制限し
た場合、出国を制限される自国民とその親族等と
の面会が妨げられることについては通常予見でき
ると考えられ 17）、民訴法 3条の 3 第 8 号括弧書
の要件を充足すると認めて良いであろう。した
がって、不法行為 2に基づく請求についても我
が国の裁判所に国際裁判管轄が認められることに
なる。
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